
「誰一人取り残されない学びの保障」に向けた緊急強化を図るため、

　『不登校・いじめ緊急対策パッケージ』　がまとめられる

資料１



文部科学省より











当月７日以上の欠席と累計３０日以上の欠席
（令和５年１２月末現在）

合
計

小
学
校
計

中
学
校
計

登校で
きる

0  ほぼ平常に登校できている。 37 29 8
1  遅刻・欠席がしばしばある。保健室通いが多い。 44 12 32
2  保健室・別室登校。半分以上欠席している。 43 13 30

登校で
きない

3  学校以外の施設への定期的な参加ができるいる。 20 6 14
4  比較的気軽に外出できる。 43 13 30
5  家庭内では安定しているが外出は難しい。 35 18 17
6  部屋に閉じこもり、家族ともほとんど顔を合わせない。 1 0 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

※当月７日以上の欠席と累計欠席３０日以上

合計 223 91 132
男子 112 47 65
女子 111 44 67

①長期欠席者の把握



　●長期欠席者数（年間３０日以上の欠席）は、小学校・中学校ともに増加傾向にある。
　●小学校と中学校の長期欠席者数を比較すると、中学校の方が多い傾向にある。
　●コロナ禍に入り、長期欠席者が急激に多くなっている。（コロナ不安等が含まれる）
　●令和５年度は、１２月時点において、令和４年度に近い長期欠席者数となっている。　

長期欠席（年間３０日以上）の推移

　 小学校 中学校 合計

 R１年度 30 98 128
 R２年度 52 93 145
 R３年度 107 119 226
 R４年度 110 122 232
 R５年度
１２月現在 91 132 223



　●小学校において、令和２年度のからのコロナ禍により、不登校数は倍増している。
　●中学校では、平成３０年度において５６名だった不登校数が、令和１年度に大きく増加し、
　　 それ以降も増加し続けている。

不登校児童生徒数の推移

　 小学校 中学校 合計

R1年度 22 80 102

R２年度 46 81 127

R３年度 53 90 143

R４年度 52 106 158



　●長期欠席の児童生徒の内、病気や経済的理由、コロナ不安等を除く不登校数におい
　　 て、令和２年度以降、小学校では大きな増加は見られない。
　●中学校では、長期欠席者の増加に伴い、不登校数も比例して増加している。
　　　　

　　　⇒　コロナ不安による欠席の容認等の中で、学校を休むことへの抵抗感は低下



●不登校率の増加は、全国・埼玉県・飯能市を比較してもほぼ同様の傾向にある。
●令和２～３年度は、小学校、中学校共に全国・埼玉県を上回っている。令和４年
   度は、中学校のみ、全国と埼玉県を上回る。
●全国・埼玉県を上回っていることから、不登校問題は本市が抱える大きな課題で
   あることが分かる。

不登校率（％） 全国（小） 埼玉県（小） 飯能市（小）

H30 0.7 0.52 0.55

R1 0.83 0.58 0.62

R2 1 0.72 1.31

R3 1.3 0.89 1.51

R４ 1.7 1.23 1.48

不登校率（％） 全国（中） 埼玉県（中） 飯能市（中）

H30 3.65 3.21 3.2

R1 3.94 3.48 4.62

R2 4.1 3.56 4.61

R3 5 4.46 5.24

R４ 5.98 5.49 6.28



①幼児期・学童期における愛着の課題を抱えた不登校がみられる。背景には、虐待
　がみられることが少なくない。

➁発達特性があり、人間関係、コミュニケーションがうまく取れなかったり、こだ
　わりの強さから、友人関係でトラブルを起こしてしまった結果としての不登校が
　みられる。

③思春期・青年期における生き方や進路選択の自己決定を模索する不登校がみられ
　る。

④学校における授業、学級活動、特別活動、部活動等のペースや内容に馴染めな
　かったり、教職員の不適切な言動に起因する不登校がみられる。

⑤他に、いくつかの要因が絡み合い複雑化したことによる不登校がみられる。









※１　教育機会確保法の理念の理解

●文科省の定義：「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、

　登校しないあるいは登校したくともできない状況にあるために年間30日以上欠席した

　者のうち、病気や経済的理由による者を除いたもの」

●「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」

　（2016年、「教育機会確保法」と略称）の影響も。

●フリースクールなど民間の不登校支援施設や公立の教育支援センターなど、既存の

　学校以外の場での教育機会の確保と財政支援を国や地方自治体の責務としている。

●「『学校に登校する』という結果のみを目標にするのではなく」（文部科学省、2016）と

　学校への復帰を前提としない旨、通知を出している。⇒　オンライン授業も検討課題に



※２　不登校対応の重層的支援構造

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生徒指導提要より
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支援

誰一人として取り残さない質の高い学びの保障

子どもの良さを認め、「心の居場所」として安心で
きる魅力ある学校づくり

指導員研修

教職員研修
・センターが事務局となり、教職員を対象とした教育相談研修
・校長会議や校長研修会を通して、管理職対象の教育相談研修
・各校の校内研修にアプローチし、教育センター公認心理師を講師として派遣し、全職員が
　専門スキルの向上を図る

ケース会議
・不登校等を認知した場合、またはその疑いが生じた際に速やかに開催
　し、関係者が把握している情報の共有や支援策を決定し、関係者が組
　織として実行する

スクリーニング会議
・早期から組織として気になる事例を洗い出し検討する会議を定期的に
実施し、重大な事案に至る前に早期発見・対応を可能にする

オンライン会議
・GIGAタブレットを活用し、気軽にSCや相談員と相談できるように
　する。

民生児童委員との情報共有会

教育相談スキル向上ガイドラインの策定
・全職員が共通した教育相談スキルを持って対応できるよう、ガイドラ
インを策定し指針とする。

予防



①アセスメント（児童生徒理解、見立て）とプランニング（取り組み方針）
②ケース会議（事例検討会）の活用
③学校の把握と不登校児童生徒の実態調査のズレを認識（文部科学省）
　　・学校　⇒　「無気力・不安」５１．８％　　　「生活リズムの乱れ・遊び・非行」１１．４％
　　　　　　　　　「いじめを除く友人関係をめぐる問題」９．２％
　　・不登校児童生徒の実態調査　⇒　「先生のこと」約３０％　　「友だちのこと」約２５％　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「体調の不調」約３６％
④「信じ、任せ、待つ」姿勢
　　・「信じる」　⇒　短期・中期・長期の視点から、児童生徒の成長を信じる。
　　・「任せる」　⇒　日常生活での小さな自己決定の積み重ねを尊重し、応援し続ける。
　　・「待つ」　⇒　児童生徒の心の回復段階に即した継続的支援。
⑤回復プロセスの理解
　　・前兆期　⇒　混乱期　⇒　安定期　⇒　転換期　⇒　回復期
⑥保護者は児童生徒支援のパートナー
　　・子どもを真ん中において、学校と一緒に支援の在り方について相談するパートナー
　　・保護者を責めない、否定しない　⇒　「ねぎらい励ます」ことから関係を構築
⑦配慮や支援を受ける側から支援する立場に

　　・家族や誰かのためにできることを自己決定させる働きかけを。



～　児童生徒の心に寄り添う　～

１　児童生徒の生活、感情や願いを、一緒に居て、みて、聴いて、感じて、

   考えて、まるごと受け止めようとする姿勢。

２　ほめること、叱ることの留意点

　①子どもの命、権利、利益を守るこという「守りの枠」を軸に

　②かけがえのない大切な存在であることを伝える

　③個性尊重の捉え直し

　　　・他者と比較しない、優劣をつけない、認め合い敬意を払う

　④応援付きの自己決定を大切にする



（１）組織的な相談体制の強化　　～教育相談体制を基盤に～
　　 ア　保護者や児童生徒の悩みに寄り添った受容的な教育相談
　 　イ　教師の関わりや姿勢　⇒　対話的、共感的な姿勢と関わりを
　　 ウ　「生徒指導提要（R4年12月）」の考え方の理解

（２）校内教育支援センター（スペシャルサポートルーム）の設置促進
　 　ア　・飯能第一中学校「ステップアップルーム」　　・美杉台中学校「にじいろルーム」
　　　 　・双柳小学校　「双っ子ルーム」　　・富士見小学校「ほっとルーム」
　　　 　・飯能西中学校にも設置　　他
　　 イ　支援員の配置とボランティアによる協力体制
　　　　 ・サポートルームは、常勤のスタッフがいてこそ、機能していくもの

（３）関係各課・他機関との連携
　 　ア　福祉部局、児童館、民生委員、警察、児童相談所、フリースクール等の機関と連携
　　 イ　県教育委員会、教職員、さわやか相談員、ＳＣ、ＳＳＷ等との連携



（４）教育相談スキルの向上
    　ア　指導員等研修

　 　イ　教職員研修　「不登校対策チーム」の発足（管理職・生徒指導主任・教育相談主任）
　　　　・これまでの生徒指導や教育相談を見直し、自発的・主体的に成長や発達する過程を支える
　　　　　教育活動を展開
　　

（５）「保護者の会」の開催　～一人で悩みを抱え込まないよう保護者を支援～
　　 ア　第1回　「杉っ子ルーム」に通う児童生徒の保護者を対象に開催。公認心理師の講話も実施。
　 　イ　第2回　対象を広げて、開催予定



（１）取組の成果
    　

　　 ア　「学びの改革」を推進し、笑顔と質の高い学びを保障する学校研究が充実
　　　　・子どもを信頼し尊敬する学習（学びの尊厳）を重視した授業が展開
　　　　・学校研究の推進により、教職員の資質、能力が向上
　　　　・ＩＣＴを活用した学びの保障の充実

　 　イ　生徒指導・教育相談の実践上の視点に留意した指導と支援
　　　　・自己存在感の感受　　　・共感的な人間関係の育成　　
　　　　・自己決定の場の提供　　・安心安全な風土の醸成

　　 ウ　校内教育支援センター（スペシャルサポートルーム）の設置促進
　　　　・安心して学校生活を送れる環境が整うことにより、児童生徒の不安感や困り感が解消

　　 エ　関係機関等との連携と居場所づくりの推進
　　　　・福祉や医療、さらにはフリースクール等との連携・協働による支援の充実



（２）今後の課題
　　 

　　 ア　安心安全を感じることのできる魅力ある学校づくり、学級づくり
　　　・「自分という存在が大事にされている」「心の居場所になっている」と実感できる学校に
　　　・「学びの改革」の一層の推進により、日々の授業改善に邁進
　　　・校内教育支援センターの設置促進と担当支援員の配置
         ・メタバース等を活用したオルタナティブ（代替）教育の検討
　

　 　イ　児童生徒理解と保護者との連携・協働
　　　・多様性を尊重した児童生徒理解
　　　・保護者との信頼関係に基づく情報共有に向け、支援の充実と協働体制の構築

　　 ウ　関係機関等との連携体制を一層充実
　　　・関係機関との連携による居場所づくりの整備と確保
　　　・連携、協働による支援体制の拡充
　　　・県教育委員会との連携による「学びの多様化学校」に係る検討　



　　「不登校」はどの児童生徒にも起こり得る

　◆　学校・家庭・地域にが一丸となって、子どもたちを丸ごと受け止め、

　　「課題の未然防止」　「早期対応・早期発見」　「継続的な支援」に取り組むこと

　　が重要。

　　将来、児童生徒が精神的にも経済的にも自立し、豊かな
人生を送れるような社会的自立に向けた指導と支援を継続


